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県のすがた
統計的にみると・・・

面積面積面積面積 約約約約4,465k㎡㎡㎡㎡

（国土総面積の約1.2%）

全国第32位
（H21.10.1現在）

人口人口人口人口 約約約約864千人千人千人千人

65歳以上人口24.5% （全国22.7%）

全国第41位
（H22.3.31住基台帳）

日本列島のほぼ中央に位置し、
周囲を富士山、南アルプス、
八ヶ岳連峰などに囲まれた内陸県

県土の約８割が森林、
約３割が自然公園

（秩父多摩甲斐国立公園、富士箱根伊豆国立公園 など）

県内総生産 32,364億円 （0.6%）(H19)
製造品出荷額等 26,575億円 （0.8%）(H20)
年間商品販売額 18,997億円 （0.3%）(H19)
農業産出額 788億円 （0.9%）(H20)
林業産出額 14億円 （0.3%）(H20)

※( )書きは全国に占める割合
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○○○○先端企業先端企業先端企業先端企業のののの更更更更なるなるなるなる立地推進立地推進立地推進立地推進
産業集積促進助成金（H18年度導入）

○○○○燃料電池研究開発燃料電池研究開発燃料電池研究開発燃料電池研究開発のののの推進推進推進推進
新分野の産業創出やクリーンエネルギー
産業の集積に向け産学官の連携を推進

○○○○「「「「やまなしやまなしやまなしやまなしブランドブランドブランドブランド」」」」確立確立確立確立
－ ももなどの果実→→→→東アジア地域へ輸出

－ 世界的なワイン産地の形成・輸出

→→→→「葡萄・ワイン国際機構」に

醸造用ぶどう品種「甲州」を登録

－ ジュエリー・織物などの地場産品

→→→→海外へも販路拡大

－ 県産材→→→→住宅建築への利用拡大

○○○○自然自然自然自然のののの魅力魅力魅力魅力ををををアピールアピールアピールアピール

○○○○観光観光観光観光アピールアピールアピールアピール
国内のみならず、ソウル、北京、香港、
台北など東アジア諸都市へ知事による
トップセールス

めざせ！「暮らしやすさ日本一」！
人々が行き交い 発信する やまなし

○○○○世界世界世界世界にににに冠冠冠冠たるたるたるたる先端企業先端企業先端企業先端企業がががが立地立地立地立地
＜主な企業＞

－ ファナック（株）
工作機械用CNC装置（コンピューター数値
制御）で世界首位、国内シェア7割、多関節
ロボットでも世界首位

－ 東京エレクトロン（株）
国内首位、世界３位の半導体製造装置
メーカー

○○○○生産量全国生産量全国生産量全国生産量全国１１１１位位位位、、、、各各各各シェアシェアシェアシェア約約約約３３３３割割割割！！！！
－ もも、すもも、ぶどう

－ ワイン

－ ジュエリー

○○○○マルチハビテーションマルチハビテーションマルチハビテーションマルチハビテーション（（（（二地域居住二地域居住二地域居住二地域居住））））のののの
推進推進推進推進、、、、エコツーリズムエコツーリズムエコツーリズムエコツーリズムのののの実施実施実施実施

美美美美しいしいしいしい水水水水とととと緑緑緑緑

県土の８割を占める森林

自然を活かした国際観光資源
〔富士山・富士五湖・八ヶ岳

・南アルプスなど〕

発発発発 信信信信

立地性立地性立地性立地性・・・首都圏から
1時間30分

将来さらに向上する
アクセス

物流物流物流物流・・・・人流人流人流人流
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関越自動車道関越自動車道関越自動車道関越自動車道・・・・上越線上越線上越線上越線

群馬県群馬県群馬県群馬県

長野県長野県長野県長野県

埼玉県埼玉県埼玉県埼玉県

東京都東京都東京都東京都

八王子JCT

神奈川県神奈川県神奈川県神奈川県静岡県静岡県静岡県静岡県

やまなしの将来性
基幹交通の結節点 ・・・ 物流・人流の新拠点へ

巨大都市圏巨大都市圏巨大都市圏巨大都市圏のののの一角一角一角一角にありにありにありにあり、、、、
豊豊豊豊かなかなかなかな自然自然自然自然をををを有有有有するするするする
物流物流物流物流・・・・人流人流人流人流のののの拠点拠点拠点拠点へへへへ

○○○○リニアリニアリニアリニア中央新幹線中央新幹線中央新幹線中央新幹線
東京と大阪を時速500km、約１時間で結ぶ。
JR東海は平成39年を目途に東京－名古屋間で営業

運転を開始する計画。

○○○○中部横断自動車道中部横断自動車道中部横断自動車道中部横断自動車道
上信越・中央自動車道及び東名高速道路に接続。
産業の広域化のみならず、災害時の代替交通路・緊

急輸送路としても期待される。
山梨－静岡間は平成29年度までの完成を目指す。

緑破線：基本計画区間
赤実線：事業中区間
青実線：供用区間

名古屋名古屋名古屋名古屋・・・・
大阪大阪大阪大阪へへへへ

民間航空利用
を要望

東京東京東京東京までまでまでまで
15分分分分!!

中国中国中国中国・・・・韓国韓国韓国韓国へへへへ
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財政構造と特徴
小さいけれど すぐれもの

普通会計決算等の状況 財政の相対比較

首都圏・近郊団体（東京都除く）：茨城県・栃木県・群馬県・埼玉県・千葉県・神奈川県・
長野県・静岡県の8団体に山梨県を含む９団体

H18年度 H19年度 H20年度 H21年度

歳入決算額　　（億円） 4,570 4,590 4,673 4,994

県税 1,092 1,246 1,205 923

地方交付税 1,218 1,197 1,179 1,115

臨時財政対策債 199 180 219 442

県債 （臨時財政対策債除き） 529 478 498 537

歳出決算額　　（億円） 4,333 4,385 4,515 4,810

義務的経費 2,071 2,076 2,076 2,071

投資的経費 1,134 1,071 1,049 1,064

実質収支　　　 （億円） 31 23 24 27

経常収支比率     (%) 91.5 92.9 93.1 93.9

投資的経費比率 (%) 26.2 24.4 23.2 22.1

健全化判断比率 (%)
実質赤字比
率 (%)

－ －

連結実質赤
字比率 (%)

－ －

実質公債費
比率 (%) 12.4 12.9 14.2
将来負担比
率 (%) 248.8 247.1 246.7

※実質赤字比率、連結実質

赤字比率は、赤字額がない

ため「－」表示

首都圏・
近郊9団体

税収税収税収税収　            （億円） 1,121 ６６６６位位位位 １７１７１７１７位位位位
( 3,814 )

法人法人法人法人２２２２税税税税　      （億円） 439 ２２２２位位位位 ７７７７位位位位
( 1,333 )

決算指標

経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率(%)(%)(%)(%) 93.1 ２２２２位位位位 １０１０１０１０位位位位
（加重平均） ( 93.9 )

実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率(%)(% )(% )(% ) 12.9 ７７７７位位位位 ２０２０２０２０位位位位
（加重平均） ( 12.8 )

将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率 247.1 ７７７７位位位位 ２７２７２７２７位位位位
（加重平均） ( 219.3 )

27.8 １１１１位位位位 ９９９９位位位位
（加重平均） ( 31.1 )

１１１１位位位位 ９９９９位位位位

１１１１位位位位 １１１１１１１１位位位位

地方債残高   地方債残高   地方債残高   地方債残高   （億円） 最下位最下位最下位最下位 ４２４２４２４２位位位位

（普通会計） 最下位最下位最下位最下位 ３８３８３８３８位位位位

（財政調整基金・減債基金計）

基金残高      基金残高      基金残高      基金残高      （億円）

歳出歳出歳出歳出にににに占占占占めるめるめるめる人件費人件費人件費人件費(%)(%)(%)(%)

標準財政規模当たり　少ない方から

人口１人当たり　多い方から

9,131
( 17,069 )

236
( 358 )

H20年度
決算値

（）は都道府県平均

順位

全国

人口１人当たり　多い方から

人口１人当たり　多い方から

良い方から

少ない方から

標準財政規模当たり　多い方から

人口１人当たり　少ない方から
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実質県税収入の推移
引き続き減収となる見込み

H15～21年度 ： 一般会計決算
H22年度 ： 当初予算
※前ページ 県税の歳入決算額との差は 地方消費税の清算と

地方法人特別譲与税の扱いの違いによる

実質法人２税

その他の税

個人県民税

景気低迷が続く中、法人二税の落ち込
みが激しく大幅な減収が継続

H22当初予算額 840億円
（7年前、H15決算の水準）

近年の状況

今後の見通し

県内景気の持ち直しの動きを受け
税収確保に明るい兆し

H21年度 県税徴収率
95.0% （全国96.1%、全国44位）

（ H20年度比 △1.0%

個人県民税の滞納額の増加が主な要因 ）

実質県税：県税＋地方法人特別譲与税（H21~）

県民１人当たり

税収 95,146 104,118 107,916 114,036 132,637 129,240 101,346 97,213

全国順位 17171717 12121212 15151515 19191919 15151515 17171717

法人税収法人税収法人税収法人税収 30,083 40,295 43,566 47,958 52,302 50,681 26,137 25,247

全国順位 13131313 7777 7777 9999 7777 7777
（単位：円）
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億円

○公債費 県債残高の増嵩により今後暫くは
増加傾向の見込み

○人件費 退職手当について、今後暫くは
高水準で推移する見込み

義務的経費等の推移
今後増加が見込まれます

退職手当を除く
人件費

公債費

退職手当

扶助費

一般会計決算及び見込額

義務的経費の増加 社会保障関係費の増加

介護保険関係経費

高齢者医療費

乳幼児医療費等
窓口無料化

主な社会保障関係費として次の経費について推計
・H20年度から導入した乳幼児医療費等の窓口無料化に

要する経費
・介護保険関係経費
・高齢者医療費

H26年度の必要経費は＋34億円（＋18%）程度
（H22予算当初比）

一般会計決算及び見込額
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行財政改革の取り組み
着実に推進し持続可能な財政運営を図ります

行政改革大綱による取り組み H19.12策定 計画期間H19～22年度

○○○○県債等残高県債等残高県債等残高県債等残高のののの削減削減削減削減

※臨時財政対策債等
・地方財政対策上発行せざるを得ない臨時財政対策債、減税補てん債等
・後年度に元利償還金の100%が地方交付税により措置される実質的交付税

実質的な交付税である臨時財政対策債等を除く
通常通常通常通常のののの県債県債県債県債と公営企業債公営企業債公営企業債公営企業債の残高

＋

出資法人に対する債務保証債務保証債務保証債務保証・・・・損失補償等損失補償等損失補償等損失補償等の残高

県債等残高県債等残高県債等残高県債等残高

＜目標値＞

H18年度末
8,631億円

H22年度末年度末年度末年度末
8,250億円程度億円程度億円程度億円程度 削減額削減額削減額削減額380億円程度億円程度億円程度億円程度

○○○○県単独補助金県単独補助金県単独補助金県単独補助金のののの削減削減削減削減
H21年度削減実績225百万円

○○○○病院事業病院事業病院事業病院事業のののの経営改善経営改善経営改善経営改善
H22年4月、地方独立行政法人に移行

○○○○出資法人出資法人出資法人出資法人のののの見直見直見直見直しししし
＜H20年度実績＞

【役員数】 670人（△11.1％：H17対比）
【職員数】 938人（△ 8.5％：H17対比）
【県支出金】4,068百万円（△15.3％：H17対比）
新たな経営健全化プラン策定（H21年3月）

○○○○歳入確保歳入確保歳入確保歳入確保
税収確保対策、産業活性化・企業誘致の推進、
未利用財産売却 など

○○○○人件費人件費人件費人件費のののの抑制抑制抑制抑制
H23.4.1までに△633人 △4.2%の職員純減

都道府県に対する国からの要請を上回る職員削減
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公債費負担の推移と今後の見通し
臨財債償還の本格化に伴い漸次増加の見込み

今後しばらくは漸次増加の見込み
財政の硬直化を避けるため

将来の公債費負担を縮減するよう取り組む必要

一般会計決算及び見込額
通常の県債

NTT債

臨時財政対策債等 公債費はH28年度頃が

ピーク

実績額 見込額

H22～

病院事業の独法化に
より、企業債残高を

一般会計で承継
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臨時財政対策債等

通常の県債

NTT債

実績額 見込額

公営企業債

出資法人への債務保証等

県債等残高の縮減に向けて
発行額削減の計画と成果

○県債等残高

人口１人当たり 966千円 全国41位位位位（前年度41位）
対標準財政規模 3.3倍 全国34位位位位（前年度39位）

（いずれも数値の小さい方から H20年度決算）

実質的な交付税である臨時財政対策債等を除く県債（公営企業債含む）
残高と出資法人に対する債務保証・損失補償残高

○行革目標値
臨時財政対策債等を除く県債等残高
H18年度末 H22年度末
8,631億円 8,250億円億円億円億円程度

削減額削減額削減額削減額380億円億円億円億円程度

Ｈ22年度はH18比516億円億円億円億円のののの削減削減削減削減を見込む
（計画値を135億円程度上回る 削減）
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投資的経費の縮減状況と今後の見通し
選別と重点化の成果

補助 公共事業費

県単独 公共事業費

次年度以降へ 事業中止再検討

事業完了
＜＜＜＜事後評価事後評価事後評価事後評価＞＞＞＞

事業開始
＜＜＜＜再評価再評価再評価再評価＞＞＞＞

＜＜＜＜事前評価事前評価事前評価事前評価＞＞＞＞
・妥当性評価
・優先度評価

予算論議

＜外部の有識者等による評価委員会を設置して評価＞

当初予算ベース
H21、H22は９月現計予算

○行革目標値（H20年度～H22年度）

県負担額対前年度縮減率
公共事業費公共事業費公共事業費公共事業費 ▲▲▲▲4%
県単独公共事業費県単独公共事業費県単独公共事業費県単独公共事業費 ▲▲▲▲8%

国の補助金など外部資金の積極的導入により、
県負担額県負担額県負担額県負担額をををを変変変変えずにえずにえずにえずに事業費事業費事業費事業費をををを確保確保確保確保

地域経済への影響等に配慮しながら段階的に縮減
（H21は、国の経済危機対策に呼応し、県負担額を

変えずに事業費は増加）

○事業の選別と重点化・効率化を図る取り組み
公共事業等評価システム

経済対策に
より事業費を
増額
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経済・雇用対策の県財政への影響
国による地方への財政措置の活用

大規模な経済・雇用対策だが、
国国国国からのからのからのからの各種交付金各種交付金各種交付金各種交付金をををを最大限活用最大限活用最大限活用最大限活用し、

県負担額県負担額県負担額県負担額はははは少額少額少額少額

県債等残高県債等残高県債等残高県債等残高のののの削減目標削減目標削減目標削減目標にはほ
とんど影響影響影響影響をををを与与与与えずえずえずえずに実施

経済危機対策
臨時交付金

公共投資
臨時交付金

きめ細かな
臨時交付金

その他の
国庫補助金、
基金繰入金等

県負担額

H21年６月補正
経済雇用対策 １７５１７５１７５１７５．．．．６６６６億円億円億円億円 ４２．１億円 ５８．４億円 ６９．１億円 ６６６６億円億円億円億円

H21年９月補正
経済雇用対策 ８２８２８２８２．．．．１１１１億円億円億円億円 １０．８億円 ８億円 ６１億円 ２２２２．．．．３３３３億円億円億円億円

H21年11月補正 １０１０１０１０．．．．１１１１億円億円億円億円 ８．９億円 ０．５億円 ０．６億円 ００００．．．．１１１１億円億円億円億円

H22年２月補正 ５６５６５６５６億円億円億円億円 １１．５億円 ３６．７億円 ０．２億円 ７７７７．．．．６６６６億円億円億円億円

総事業費

財源内訳

項目
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1007
993

971
980 973

952
942

919

895888883

1,2881,2881,2881,288
1,3011,3011,3011,301 1,3041,3041,3041,304

1,2651,2651,2651,265

1,2941,2941,2941,294

1,3451,3451,3451,345 1,3431,3431,3431,343

1,2361,2361,2361,2361,2191,2191,2191,219

1,2861,2861,2861,286

1,2221,2221,2221,222

800

900

1,000

1,100

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

職員給与費
（億円）

800

1,000

1,200

1,400

人件費合計
（億円）

人件費の推移と今後の見通し
国の要請を上回る職員削減を行っています

～H２２年度：一般会計当初予算
H２３年度～：見込額

都道府県に対する国からの要請
（▲5.7%）を上回る職員削減を実施

○行革目標値
総職員数
H19.4.1 H23.4.1まで
14,991人 14,358人

純減▲▲▲▲633人人人人 ▲▲▲▲4.2%
※H17.4.1比 純減▲981人 ▲▲▲▲6.4%

（15,339人）

○長期的縮減効果額
年当たり約50億円相当

○取組状況
H19年度：245人純減
H20年度：198人純減 合計626人純減
H21年度：183人純減 進捗率進捗率進捗率進捗率98.9%
1年早く削減目標をほぼ達成

◎さらに一般職を含めた給与の特例減額を
H21.4からH23.9まで実施
管理職 △４～６％ 一般職 △２％
年間削減額 １４．４億円

特例減額終了
に伴い増加
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1,422 1,464 1,469 1,478

1,989
2,333 2,495

2,824 2,775 2,706 2,511

2,175
1,944 1,536

98.5 98.8 98.7 98.8 98.7 98.7 98.6

94.8
95.2

95.5 95.8
96.2

96.0

95.0

0

2,000

4,000

6,000

8,000

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

80

85

90

95

100

百万円 ％

4,246 4,239 4,175
3,989

4,164
4,277

4,031

歳入確保の取り組み
税の徴収力強化を図ります

○行革目標値
徴収率 99%以上以上以上以上 （現年課税分）

滞納繰越額 23億円以下億円以下億円以下億円以下 （個人県民税除く）

○対応策
・タイヤロック装置による自動車差押え
・インターネット公売
・県内市町村と共同で滞納税の徴収に

当たる「地方税滞納整理推進機構」設置
（H20.4～）

機構によるH21年度滞納整理額
15.5億円億円億円億円（目標の12億円を達成）

現年課税分徴収率

H21年度は達成
（15.4億円）

県税全体滞納繰越額

県税全体徴収率

個人県民税滞納繰越額

個人県民税以外の滞納繰越額
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企業会計の状況
さらなる経営効率化・健全化を図ります

※資金不足比率については、資金の不足額がないため「－」表示

企業会計概況（地方公営企業法適用）

　決 算 概 況 （単位：百万円）

H20年度 H21年度 H20年度 H21年度

資産合計 36,984 37,598 総収益 3,597 3,604

負債合計 2,011 2,277 総費用 2,973 2,951 2,527 －

資本合計 34,973 35,321
純利益・
損失(△)

624 653

資産合計 1,562 1,575 総収益 154 156

負債合計 21 18 総費用 132 140 0 －

資本合計 1,541 1,557
純利益・
損失(△)

22 16

資産合計 3,253 3,100 総収益 150 130

負債合計 2,894 2,862 総費用 229 225 6,256 －

資本合計 359 238
純利益・
損失(△)

▲ 79 ▲ 95
（電気事業会計

からの借入）

ＢＳ ＰＬ
特徴点・経営効率化の方向資金不足

比率 (%)

H21年度末
借入金残高

地域振興
事業

（法適）

要要要要
改改改改
革革革革

事業内容

健健健健
全全全全
経経経経
営営営営

電気事業
（法適）

温泉事業
（法適）

清里「丘の公園」
（総合スポーツ・
レクリエーション施設）
の運営

営業収益全国営業収益全国営業収益全国営業収益全国7777位位位位
純利益全国純利益全国純利益全国純利益全国4444位位位位
　　　　　　　　(H20年度決算 全国30公営事業者中）

収益状況は全国上位。
供給電力量は県内需要の1割弱。

保温性・耐久性に優れた送配湯管への
敷設替えを進めている。

管理者管理者管理者管理者：（：（：（：（株株株株））））清里丘清里丘清里丘清里丘のののの公園公園公園公園
全国初全国初全国初全国初のののの指定管理者制度指定管理者制度指定管理者制度指定管理者制度を導入
（H16年度）。
経営改善を図るも、H21年度の累積累積累積累積
欠損金欠損金欠損金欠損金はははは33333333億円億円億円億円。
指定管理期間終了後（H26年度以降）の
事業の在り方を検討。

水力発電事業

石和温泉の給湯事業
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病院事業の状況

「地方独立行政法人山梨県立病院機構」がスタートしました

県立中央病院＜本県医療の基幹病院＞

・救命救急センター、基幹災害拠点病院、総合周産期母子医療
センター、難病医療拠点病院等として、種々の認定・指定を受け、
県民が求める医療を提供
・建替工事を行い、Ｈ１７年３月に新たに全院開院

病院事業概況

県立北病院＜精神科基幹病院＞

・患者の社会復帰支援施設の整備完了により県民ニーズに応え、
さらなる経営の安定を図る。

決算状況等

○○○○ 高度先進医療高度先進医療高度先進医療高度先進医療やややや県民県民県民県民ニーズニーズニーズニーズにににに対応対応対応対応したしたしたした良質良質良質良質なななな医療医療医療医療をををを提供提供提供提供

（中央病院：がん診療部の新設、７対１看護体制の導入など）
（北病院：医療観察法に基づく入院病棟の開設など）

○○○○ 経営基盤経営基盤経営基盤経営基盤のののの強化強化強化強化にににに向向向向けけけけ、、、、自主的自主的自主的自主的でででで柔軟柔軟柔軟柔軟なななな病院経営病院経営病院経営病院経営をををを実行実行実行実行

特定地方独立行政法人特定地方独立行政法人特定地方独立行政法人特定地方独立行政法人へのへのへのへの移行移行移行移行
４４４４～～～～６６６６月期月期月期月期でででで医業収益医業収益医業収益医業収益、、、、患者数患者数患者数患者数ともにともにともにともに
前年同期前年同期前年同期前年同期をををを上回上回上回上回るなどるなどるなどるなど、、、、順調順調順調順調なななな滑滑滑滑りりりり出出出出しししし

※医業収益(H22.4～6月期)

4,060百万円（対前年比 298百万円、7.8%増）
※患者数(H22.4～6月期)

147,306人（対前年比 5,724人、4.0%増）

Ｈ２２年４月

○ Ｈ２１年度決算
・累積欠損金 152億円

対外的な債務でないため、法人には引き継がず、県営病院事業会計を廃止

・企業債残高 396億円・・・一般会計が保有
対外的な債務は一般会計が保有するも、法人が償還を負担

○ 開始貸借対照表
・資産合計 484.2億円
・負債合計 481.7億円
・資本合計 2.5億円

※特定地方独立行政法人となっても、
県民に必要な政策医療は確保し、
そのための費用はこれまでどおり
県が負担しています。
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３公社の状況
中・長期的な経営合理化を図ります

土地開発公社

住宅供給公社

道路公社

分譲部門を平成２０年度をもって廃止し、管理事業を主体とした経営へ移行。効
率的な組織体制、要員計画の下、収益の最大化とサービスの向上に努める。

○県による支援策
・事業損失事業損失事業損失事業損失のののの抑制抑制抑制抑制、、、、経営経営経営経営のののの安定安定安定安定のための無利子貸付無利子貸付無利子貸付無利子貸付
・分譲資産販売に伴う事業損失補事業損失補事業損失補事業損失補てんてんてんてん補助金補助金補助金補助金の導入

（1年度2.4億円×20年間の措置）

・H17年度年度年度年度にににに2路線路線路線路線をををを無料開放無料開放無料開放無料開放
・現在は2有料道路の営業のみ（富士スバルライン、雁坂トンネル）

・県からの補助金・貸付金はなし

決算概況

３公社共通の改革状況

H15.9～ 管理部門一元化
H19.4～ 共通役員制導入
H20.4～～～～ 「「「「地域整備公社地域整備公社地域整備公社地域整備公社」」」」としてとしてとしてとして

実質的実質的実質的実質的なななな組織統合組織統合組織統合組織統合
役員数28人→8人、職員数57人→51人

未分譲の地区拠点工業団地については分譲完了を目指す。
新規の大規模土地造成事業は原則凍結。

○県による支援策
懸案となっていた約152億円億円億円億円のニュータウン造成地（41.7ha)の
県による債務処理（H20年度～）

・簿価約42億円で土地土地土地土地をををを取得取得取得取得（土地開発基金）
・特別損失特別損失特別損失特別損失約110億円について一般会計からの補助金補助金補助金補助金でででで解消解消解消解消（30年間）

・処分完了まで短期無利子貸付短期無利子貸付短期無利子貸付短期無利子貸付を継続

※H13年3月経営再建計画策定以降の成果
長期保有土地面積

H13年度末76.1ha → H21年度末年度末年度末年度末7.8ha （▲68.3ha、約約約約9割割割割を処分）

HHHH21212121年度決算年度決算年度決算年度決算

県出資金(出資割合%） 20 (100) 10 (100) 613 (50)
経常損益

資本又は正味財産

借入金残高

補助金
債務保証に

係る残高

損失補償に

係る残高

（単位：百万円）

県による
財政支援
の状況

134

▲ 7,170

212

9,857

0 0

245

▲ 4,119

241

0

11,365

▲ 29

1,603

0

土地開発公社 道路公社住宅供給公社

1,746

10,507 1,74611,617
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その他出資法人の状況
不断の改革を続けます

出資法人の改革の状況

H21決算期末 40法人
（県出資総額7,781百万円）

○県出資法人経営健全化プラン

計画期間 H21～23年度
対 象 県内に本拠を置く39の出資法人

内 容 法人の役割や事業の再確認、公益法人制度改
革への対応、国ガイドラインへの対応、効率的
な業務体制の推進
個別法人について４区分で改革

数値目標 公益財団法人・公益社団法人へ移行 １７法人
経営計画を新たに作成 １０法人

その他出資法人の概況

○経営評価システムの評価結果を出資法人が
自ら策定する経営計画へ反映

○経営計画の内容や進捗状況を経営評価シス
テムの中で検証

３公社以外に係る県の損失補償額等

H19 H20 H21

借入金残高 借入金残高 借入金残高

（県損失補償等額） （県損失補償等額） （県損失補償等額）

222 224 226
(90) (87) (84)

3 3 3
(3) (2) (2)
28 34 35

(28) (34) (35)
102 107 99
(34) (30) (28)
355 368 363

(155) (153) (149)
※県による損失補償等がある団体　　(単位：億円）

総　計

林業公社

農業振興公社

環境整備
事業団

やまなし
産業支援機構
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1,694 1,669 1,659 1,677 1,651

360 380 387 431 414

1,747 1,767 1,785 1,807 1,833

752 752 752 752 752

 1,219  1,222  1,236  1,251  1,256

 938  936  922  996  952

 845  850  868  889  914

 1,616  1,620  1,629
 1,637  1,656

65656565 60606060 72727272 106106106106 128128128128

4,7734,6554,618 4,628 4,778 5,000

 4,000

 3,000

 2,000

 1,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

H22 H23 H24 H25 H26

億円

一般会計 歳入・歳出の今後の見通し
行政改革大綱に基づく推計

行革大綱行革大綱行革大綱行革大綱ベースベースベースベースのののの歳出削減歳出削減歳出削減歳出削減を反映
投資的経費・人件費の削減

＋
社会保障関係費の増・耐震改修の
計画的実施など必要経費必要経費必要経費必要経費を反映

当初予算編成段階では毎年60～128億円

程度の財源不足額財源不足額財源不足額財源不足額（※）が生じ、主要基金の
繰入れが必要

歳

入

歳

出

対応策

財源不足額財源不足額財源不足額財源不足額 ※※※※

執行段階での節減・新たな行財政改革
歳入の確保策（徴収力強化や企業誘致等による

税収確保、未利用地の売却など）

基金の取り崩し

出典「山梨県財政の中期見通し（H22.2.10）」

県税

地方交付税＋臨時財政対策債

県債

その他

公債費

投資的経費

人件費

その他
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540
861

796

283

402

108

62

91

139 140

25.9%

69.1%

90.6%
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億円

資金調達
長期にわたる安定的な資金確保を図ります

政府系資金

H２１年度までは普通会計決算額（借換債除く）
H22年度の資金割合はH２１年度の政府資金割合を据置いて示した見込額

H22年度は２００２００２００２００億円億円億円億円の

市場公募債市場公募債市場公募債市場公募債をををを発行発行発行発行

資金別借入額・構成割合の推移

民間資金＋
市場公募資金割合

民間資金

市場公募資金

・財投改革に伴い、地方債計画において
政府系資金から民間資金へ調達先がシフト

・本県においても民間資金割合が高まって
いる

（発行総額に占める民間資金の割合）

H13年度 38％→H21年度 86％

・近年、臨時財政対策債の発行額が大幅に
増加し、起債総額も増額

市場から長期にわたり安定的な
資金を調達し、財源を確保する必要

100%

50%

0%
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億円

財政調整基金・公共施設整備等事業基金

県債管理基金

主要基金合計

基金残高の推移
償還財源の積立を確保します

首都圏近郊で上位
レベルの残高
（対標準財政規模）

公債管理特別会計の設置

H19年度より公債費に係る経理を明確にする

特別会計を設置
満期一括償還財源を確実に積み立てる

満期一括償還財源積立ルール

１年につき元金の３．３％を県債管理基金に
積み立て
（毎年度着実に積立を実施）

県債管理基金と財源調整のための基金の状況

運用は全て
現金又は有価証券 うち満期一括償還

財源分 3.3億円

うち満期一括償還
財源分 9.9億円



お問い合わせ先

山梨県総務部財政課 資金管理担当

TEL ０５５－２２３－１３８４
FAX ０５５－２２３－１３８５
mail zaisei@pref.yamanashi.lg.jp

web http://www.pref.yamanashi.jp/

〒400-8501 山梨県甲府市丸の内１－６－１


